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Ⅰ 取得固定資産価額の算定に係る比率

１．取付費比率

平成18年度に完了した工事から下記の固定資産区分毎に工事費等を把握し、平均的な物品費と取付費の割合で算定した。

区分 調査数
①物品費
（千円/工事）

②直接工事費
（千円/工事）

③取付費（②-①）
（千円/工事）

取付費比率（③/①）

交換機械設備 1,114 14,398 18,020 3,622 0.252

電力設備 682 5,348 10,205 4,857 0.908



Ⅱ 年額料金の算定に係る比率

１．設備管理運営費比率

端末回線伝送機能

①取得固定資産（回線管理運営機能除く） 5,664,709 設備区分別固定資産明細表より（建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費（回線管理運営機能除く） 533,652 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費（回線管理運営機能除く） 174,897 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費（回線管理運営機能除く） 18,374 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費・回線管理運営機能除く） 358,755 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費・回線管理運営機能除く） 340,381 ②－（③＋④）



市内伝送機能

  （１）端末系交換設備間伝送路








